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【安藤】　今回のテーマは、
民事扶助・日弁連援助事業
の公費・国費化です。現在
経済的に余裕がない方の法
的トラブルへの民事扶助制
度として、法テラスによる
民事法律扶助制度、具体的
には法律相談援助や代理援
助があります。ただ、この
制度は立替・償還制がとら
れており、当事者に原則返
済義務を負担させるため、制度を利用する障害になっ
ています。そこで日弁連は『立替・償還制から応能負
担による給付制へ』『リーガルローンからリーガルエイ
ドに』をスローガンに掲げて、制度改革の要望活動を
行っています。
　また民事法律扶助制度や国選弁護制度等でカバーさ
れていないもののサポートの必要性が高い事業につ
き、日弁連が弁護士から徴収した特別会費を財源に、
つまり手弁当で、法テラスへの業務委託によって、日
弁連委託援助事業を実施しています。しかし日弁連委
託援助事業の継続的な整備には弁護士会の手弁当では
限界があり、この点についても日弁連は公費・国費化
の要望活動を行っています。
　さて本日は、特にリーガルエイドの必要性が高い子
ども、DV被害者保護、犯罪被害者保護の 3分野につい
て知見のある ３名の弁護士をお招きし、法律扶助・援
助のありようについて議論を深めたいと思います。ま
ず、自己紹介をお願いします。
　なお、この座談会では、法テラスによる民事法律扶

助制度を「民事扶助」、日弁連による日弁連委託援助事
業を「日弁連援助」と呼ぶことにします。
【小坂】　福岡県弁護士会の小坂昌司です。子どもの権
利委員会の幹事として、虐待問題を含む子どもの福祉
の問題を中心に取り組んできています。
【山﨑】　東京弁護士会の山﨑新です。日弁連の両性の
平等に関する委員会の委員をしています。DVは弁護士
登録の頃から力を入れている分野です。
【黒井】　第二東京弁護士会所属の黒井新です。登録当
初から二弁の犯罪被害者支援委員会に所属をしてい
て、その後日弁連の犯罪被害者支援委員会にも所属し
ています。日弁連の委員会では、性犯罪の刑法改正問
題、犯罪被害の補償問題、そして日弁連援助の国費化
の問題を中心に取り組んでいます。

子どもの問題

【安藤】　続きまして、 ３分野のお話を、お伺いしてい
きたいと思います。
　まず子どもの問題について、小坂さんからお願いし
ます。
【小坂】　子どもをどう定義するか、難しいのですが、
未成年者というと18歳未満の子です。今日は、もう少
し広げて18歳19歳あるいは20歳をちょっと超えた若年
者についてお話をさせていただきます。子どもも、法
律的な紛争に巻き込まれることがあります。ですから
弁護士を依頼するということがありえます。但し、民
事の金銭的なトラブルについて未成年者の場合は、通
常法定代理人である親が問題解決に動くことになりま
すので、親が弁護士に頼むことが多い。しかし中には、
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子ども本人が弁護士を頼まないといけないという状況
もあります。例えば、親権者である親から虐待を受け
ている。そして虐待を受けている状況を解消するため
に、親権停止の申し立てをしたり、養親の場合には離
縁の申し立てをすることがあります。こういう場合は
未成年者本人が弁護士を頼んで裁判手続を行うことが
あります。このように、かなり限られたところではあ
りますが、未成年者本人が、弁護士を依頼するという
状況があり、その際に民事扶助の利用が必要とされる
場合があります。
　子どもの問題点としてお話したいことが３つあります。
　一つは、18歳未満の未成年者が、民事扶助を利用す
るときに、法定代理人（主に親権者ですが）の同意が
必要とされており、未成年者単独では利用ができない
という問題があります。同意が求められる趣旨は、法
定代理人の同意がないと法テラスとの契約が取り消し
の対象となってしまって、法テラス側から見ると償還
義務が確実なものにならないからということだと思い
ます。しかし、先ほど言ったように虐待を受けた子が
親権者を相手に親権停止とか離縁をするっていう場合
は、対立当事者になっている親が同意することは考え
られませんから、大きな支障になってしまいます。実
際に子どもが親の親権停止を申し立てたり、離縁の申
し立てる場合には弁護士に委任しています。子ども自
身が委任状を書いて、弁護士が手続するのですけど、
これに民事扶助の代理援助が使えない実態がありま
す。そのため、そういう場合は日弁連援助の子どもに
対する法律援助を利用するという実情になっていま
す。しかし、そもそも未成年者が単独で可能な手続で、
かつ親権者が対立当事者になっている事件について、
民事扶助の利用に親権者の同意が必要とされるという
のは不合理ですので、親権者の同意という民事扶助の
要件は不要にすべきです。
　二つ目は、収入の乏しい未成年者や若年者が民事扶助
を利用する場合にも償還義務が課されるという問題で
す。未成年者や若年者の中には特に成長段階で親から愛
情を持って育てられなかった場合に、心理的に不安定さ
を抱えている、それによって就労が安定しないという人
たちがいます。そういう人たちが法的紛争を解決するた
めに弁護士の援助を受けようとすると、当然民事扶助を
利用する必要性が高い。でも仕事が安定してない中で民
事扶助を使おうとすると、将来償還義務が課されること
が大きなプレッシャーになります。それによって弁護士
へ依頼することが躊躇されます。ですから民事扶助の申
し込みの時点において資力収入が十分ではない一定の未
成年者あるいは若年者については、償還義務がない給付
型とすることが検討されるべきです。今の償還免除の制
度は、例えば生活保護受給者、障害のある方、高齢者な
ど、類型的に免除の対象になっていますが、未成年者と
か未成年の頃に虐待を受けたような若年者についても、
類型的に資力の回復が困難であると判断して給付型の民
事扶助とすべきです。
　三つ目は、例えば行政機関を相手にする交渉といっ
た活動に、法テラスの民事扶助が利用できないという
問題があります。例えば虐待を受けて家を飛び出さざ
るを得なかった子どもの代理人に弁護士がついて、生
活場所を確保したりとか、就学とか就職支援をする。
そういう活動が広く行われています。具体的に言うと
子どもの暮らす施設や里親に措置をする児童相談所と
協議をするとか、生活保護の決定をする福祉事務所と

交渉する、あるいは学校と協議するなどということも
ありますが、こういうことに民事扶助は使えません。
こういった活動はかなりの年数、広く実績が積まれて
きていて、活動の必要性については疑いのないところ
だと思いますので、民事扶助の対象とされるべきだと
思っています。補足的に言うと最近できた法テラスの
DV等法律相談の中には、虐待を受けた子どもの相談も
類型的に含まれているんですが、相談まではするけれ
ども、民事扶助の代理援助はしないっていう制度になっ
ています。やむなく、日弁連援助で少しでもカバーし
ているのが実情です。これも不合理だと思っています
ので、改善が求められます。
【安藤】　弁護士がボランティア的に業務を行う事例も
あるのでしょうか。
【小坂】　親権停止とか、離縁が必要になる子どもの援
助っていうのは、裁判手続だけでは終わらないですね。
その他いろいろな手続をします。いきなり裁判するん
じゃなくて親と交渉することは当然ですし、そういう
子は結局生活場所も奪われたりしてますので、児童相
談所や施設といろいろ交渉します。あるいは自立支援
といってその子たちが就職するために一緒にハロー
ワークに同行したりなど、本当にいろんな活動してい
ます。さらに言うと、支援の終わりがいつになるのか
わからないというところもあって、成人したら終わり
とはなりません。結局、どこまでが法律援助の対象の
活動で、どこからがボランティア活動かよくわからな
い、そういう活動を弁護士がやっているという実態は
たくさんあると思います。
【安藤】　18歳未満の方の法テラス利用が単独でできな
い理由に「償還義務の履行を確実なものにすることが
あるため」とのことですが、結局、償還義務さえクリ
アできれば、未成年者の単独利用でも問題なかろうと
いうことなんでしょうか。
【小坂】　おっしゃるとおりです。理屈としては、給付
型になれば単に利益を得または義務を免れる行為とい
うことで民事扶助契約が取り消しの対象とならず、未
成年者が単独で契約できるというふうに理解されると
思います。従って、法テラスの民事扶助を給付型にし
てしまえば、その問題はなくなるだろうと思います。

DV被害者保護の問題

【安藤】　DV被害者の問題に移ります。山﨑さん、お願
いします。
【山﨑】　DV被害者援助の
うち、刑事は、告訴とか被
害届を出すことは最近あま
りなくて、警察もDV事案
に対して介入が積極的に
なってきたので、既に逮捕
されているとか捜査が始
まっているという段階で被
害者が相談に来るケースが
ほとんどで、起訴前の示談
交渉がメインになります。
示談の金銭を要求する行為は、民事扶助の利用になる
という運用になっています。また、裁判になれば国選
被害者参加制度でやっていくことになりますが、裁判
になるケースはほとんどありません。
　民事は、ほとんどの方が離婚したいという相談に訪
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れます。そのときに法テラスでは二つの法律相談の仕
組みがあって、一つは、従来型の民事扶助。もう一つ
は、DV等法律相談援助という、数年前にできた制度で
す。後者のDV等法律相談援助は配点型で、法テラスに
DV被害者から連絡があった際に、法テラスが弁護士会
から提供された名簿に基づいて配点をして、原則 2日
以内に法律相談を実施することになっています。ただ、
法律相談だけで代理援助はありません。国の予算の関
係で法律相談だけになってしまったそうです。ですが
法律相談だけで解決できるケースというのはあまりな
く、主訴が離婚ですから、代理援助がつかないと法テ
ラスを利用する意味がないのです。そのため、このDV
等法律相談援助は原則 2日以内に相談というハードル
もあいまって、件数も当初の予定ほど伸びてないと思
います。
　その結果、DV被害者はほとんどの場合は従来型の民
事扶助を結局利用することになります。お金に余裕が
ない方がほとんどで、特にDV事案であれば、相手方と
自らは接触できないというケースですので、弁護士が
介入する必要性が高いんですが、そうであるにも関わ
らず、民事扶助は償還前提なので、お金がかかるとい
う理由で躊躇される方が一定数います。その辺は、私
はよく「月5000円で弁護士がつけられるんですよ」と
いう話をするんですが、そうした広報をもっと国がし
てくれたらいいと思っています。離婚案件として最後
に財産分与なり慰謝料なりで経済的利益が見込めれ
ば、そこから一括償還というのがほとんどですが、夫
がお金を持ってないケースだと、法律的に離婚だけ成
立したというだけで経済的な利益なく終了しますの
で、終了後も本人が償還義務を負ってしまいます。正
直、私選の弁護士費用に比べれば大きな金額ではない
のですが、本人にとっては償還が残る可能性があると
いうのは、弁護士を頼むときのハードルになっている
と思います。
　また、民事扶助の弁護士費用の基準が低すぎるため
に、法テラスを利用してDV事件を担おうとする弁護士
が少ないという問題があります。この点を解決するに
は、法テラスの弁護士費用の基準を上げていくことし
かないかなと思っていますし、そうであれば全額償還
制は無理があるので、免除、少なくとも一部免除など
の制度を導入していただかないと、DVに関して、本当
に必要な人に弁護士のサービスが届かないと実感して
います。
　あと、先ほどの小坂さんのボランティア的な活動と
いうお話とほぼ同じなんですが、一般的な離婚事件に
比べてDV事案っていうのは、これ弁護士の仕事なのか
なっていうような活動が必要になってくるケースが多
いです。例えば面会交流の付き添いや、荷物の引き取
りに同行したり、あるいは行政的な各種手続に際し、
弁護士が行政に対して「この人は離婚成立してないで
すが扶養者である夫の同意を得られないので、児童手
当を受給させてください」といった意見書を書いたり
などです。それらについては弁護士費用が支給される
枠組みはないです。

犯罪被害者保護の問題

【安藤】　犯罪被害者保護の問題に移ります。黒井さん
にお伺いします。

【黒井】　今、日弁連援助で
実施している犯罪被害者支
援の中身についてですが、
現時点で民事扶助で対応し
ている部分は基本的にはな
い。つまり民事扶助は民事
上の請求権を取り扱うもの
なので、犯罪被害に遭った
人が刑事手続において弁護
士による公的支援を受ける
という点について基本的に
対応していないわけです。現段階で国費が投入されて
いるのが、国選の被害者参加弁護士制度で、これは起
訴された後の話です。そこで、日弁連援助で取り扱っ
ているのは、基本的には犯罪に遭ってから、被疑者が
起訴されるまでのところについてです。この部分につ
いて、国による支援がない、国費投入がないというと
ころが一番の問題なんだと思います。我々弁護士が被
害者あるいはご遺族から被害があったと依頼を受けた
場合には、被害者の方から例えば被害届を出すとか告
訴するか、というところから相談を受けます。それか
ら被疑者が逮捕されたということになると、警察へ事
情聴取に付き添ったり、どんなことを聞かれるか説明
したり、検察庁に行く際のアドバイスをしたりします。
一番大きな活動が示談対応です。日弁連援助では、積
極的に損害賠償請求するという場合は使えないことに
なっていますが、加害者弁護人から示談の申し入れが
あった場合には、この制度を使って弁護士をつけられ、
実はこの示談対応が活動内容として一番多いんです。
被害者、特に性犯罪の被害者の方が、弁護人から示談
の申し入れがあって、金額はこうだけども宥恕しろ等、
素人の方にはわかりにくい話を弁護人から、つまりプ
ロから言われて、被害者の方が自分で対応できないと
いうときに、弁護士がついて法的なアドバイスをする
のはすごく重要な活動です。また、大きな事件、マス
コミを賑わすような事件が起きたときに、マスコミが
自宅や親族のところに殺到したり葬儀会場に殺到した
りすることがありまして、報道対応、あるいは遺族や
被害者からコメントを発表する等して、情報をコント
ロールするという重要な作業があるんですが、これも
日弁連援助の中身に入っていて、割と利用されている
と感じています。データとしては、2020年度の日弁連
援助の利用件数、申込処理件数が1687件、それに伴う
事業費は約 1億9000万円ということになっています。
ですので、仮に国費を投入するということになっても、
そんな大規模の予算ではない。今、日弁連援助では資
力基準、資産300万円以下という制限が設けられていま
す。しかし割と若い人がお金はそれなりに貯金で持っ
ていたりして、この援助事業も使えないということが
見られます。この辺りは現状の課題かなあと思ってい
ます。ただ日弁連援助そのものは割とうまくいってお
り、この制度にそのまま国費を投入してもらえれば、
途切れのない支援が出来ると思っています。
【安藤】　日弁連援助制度、これを継続的あるいは規模
拡大をさせていくとなると、日弁連だけでは難しいの
でしょうか。
【黒井】　弁護士から特別会費を集めてこの事業を運営
しているわけですが、予算としていつまでも確保でき
るわけではありませんし、これ以上拡大するのは難し
いと思います。結局、日弁連援助を運営するについて
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も、予算上の問題から、中身を絞ったり、援助の金額
も、なかなか上げられないので、そういう意味では日
弁連という民間で運営していくのは、限界がある。そ
もそも被害者が弁護士の支援を受けるのは権利である
として、国がやっていくべきだと考えています。
【安藤】　特別会費の話が出ましたが、現在の特別会費
は弁護士 1名あたり月額2100円ですね。
　ところで黒井さんは北欧へ調査に行かれたんですよね。
【黒井】　日弁連の委員会委員として2014年と2017年
に、ノルウェー、スウェーデン、フィンランドを訪問
し、それぞれの国の被害者支援の仕組みについて、調
査を行ってきました。

各国の状況

【安藤】　犯罪被害者に関して北欧の実情をお話いただ
けますか。
【黒井】　大きく分けて被害補償の面と、法的な弁護士
の制度の面というのがあって、ノルウェーでもスウェー
デンでも被害補償を取り扱う省庁があります。ノル
ウェーは慰謝料的な部分について国が先に補償として
払ってしまうといった制度。スウェーデンは、被害者
が裁判をして、判決を取って、強制執行してうまくい
かなかった場合は国がそれを代わりに強制執行した
り、それでも取れなければ被害者に立て替えるという
ことをしています。その辺が日本と全然違うところで
す。もう一つは、弁護士制度です。ノルウェー、ス
ウェーデン、フィンランドも同じような制度がありま
す。昔の国選弁護人のように、裁判所が名簿を持って
いて加害者が逮捕されたとか事件が発生したときに
は、その通知が行って、裁判所から、弁護士が被害者
のところに派遣されてきて、相談に応じたりするとい
う制度が整っていて、資力基準も全然ないです。性犯
罪から導入が進められていたんですけども、現時点で
は暴力犯罪についても広く国費による弁護制度が普及
しています。また、私達が調べた限りではアメリカで
も州によって、そういう制度があるようです。
【安藤】　「ノルウェー・スウェーデン・フィンランド犯
罪被害者支援制度に関する調査報告書～2014・2017北
欧調査結果～」が日弁連のHPでも公開されています
ね。ちなみに諸外国の話が出ましたので諸外国の法テ
ラスに対応する組織の利用方法について、私から少し
説明しますと、例えばアメリカ、イギリス、韓国は、
いずれも給付が原則になっているようです。日本の民
事扶助が立替償還制度をとっているというのは、諸外
国と比べるとイレギュラーな状態のようです。こういっ
た点を踏まえて、皆様に今一度、公費の割り当てが少
ない、あるいはないという状態に対してのお考えをお
伺いいたします。

立替償還制度の問題点

【山﨑】　DVとか犯罪被害者にしても児童虐待にして
も、本当に弁護士が介入する必要性が高い人たちだと
思うんですけれども、しかも資力が少ない人が多いな
かで、償還を前提とした制度しかないっていうのは、
国としてどうなのかと私は思っています。これは人権
の問題ですので、国が公費をもって弁護士を選任させ
る、その費用は国が負担するというのは、当然先進国
としてあるべきだと思います。

【安藤】　先進国の中で、価値観を共通にする国同士の
価値観外交とよく言われているところですから、そこ
で同様の制度を構築していくのは当然なのかなと私も
思います。
【小坂】　山崎さんのおっ
しゃったことに同感です。
子どもの関係で言うと、こ
こ何年かで問題になったも
のに無戸籍の問題がありま
す。いわゆる300日問題な
どで、親が産まれた子ども
の出生届を出せない。それ
がそのままになって戸籍を
持っていないという人がい
るわけです。ここ何年か法
務省がその問題の解消に力を入れていて、弁護士会に
も協力を求めて、無戸籍者を解消していく取組みを積
極的にされていて、そのことは非常にいいことなんで
す。しかし無戸籍を解消するためには家事審判手続を
しないといけない。法務局から弁護士会に無戸籍解消
のために家事審判手続が必要な人がいますという情報
を受けて弁護士が動こうとすると、当然弁護士費用の
問題が出てくる。特に無戸籍者が未成年者のときは親
が動かないといけないわけですけども、その親御さん
に弁護士費用の話をするときには当然民事扶助の話も
します。だけども民事扶助は償還があるからというこ
とで躊躇される方、結構いらっしゃるんですよね。そ
の結果、子どもが戸籍を持てないままになってしまい
ます。
　無戸籍者の解消も人権問題で、そういうことに国が
一つの方針として取り組もうとしているんだけれど
も、そのための法的支援に対して給付がされないとい
う点は、しっかり手当をしてほしいなと思います。
【黒井】　被害者の場合、損害賠償請求をする際に、今
は刑事裁判と同じ裁判体による損害賠償命令制度とい
うものがありますが、国選の被害者参加制度、つまり
刑事事件への参加は国費で弁護士費用が出るのだけれ
ども、損害賠償命令をやるとすると、民事扶助をやら
なきゃいけない。つまり弁護士費用を立て替えてもら
わなきゃいけないのです。 7万円ぐらいなんですけど
も、被害者、遺族からしてみると、自分が被害を受け
たのになんで費用を払って弁護士を頼まなきゃいけな
いんだっていう疑問があるのと、被害に遭って経済的
に厳しくなってしまった人も多いです。しかも、回収
可能性が乏しかったりしますので、やはり、給付制に
する必要があると思っています。
【安藤】　ところで黒井さん、日弁連援助事業の国費化・
公費化について日弁連、法務省との間で協議されてい
ると思うんですが、ここまでの協議内容につき、差し
支えのない範囲で教えてください。
【黒井】　2020年、当時の森まさこ法務大臣に意見書を
持っていって、何とか検討してもらえないかとお願い
したところ、森大臣からまずは検討会をやりましょう
と言っていただいて、同年、法務省に犯罪被害者支援
弁護士制度検討会が設置され、何回か検討を重ねまし
た。その後、森先生に国会でも質問をしていただいて、
真に援助が必要な犯罪被害者が早期の段階から弁護士
による支援を受けるための弁護士費用の援助を始めと
する充実した法的支援の方策を検討する旨の項目が
入った改正少年法の附帯決議がなされました。そのこ



5
benseiren  news　No.68　2022年7月

とがあって、再度、法務省との協議会が昨年末から始
まったところです。今は適用する犯罪類型をどうする
のか、被害者をどう捉え、認定するのかといったとこ
ろが議論されています。また、支援の始期や終期の問
題についても、議論をしていくことになります。

人権の問題として公費投入を

【安藤】　ありがとうございます。次に、特に重点的に
訴えたいところをお話いただけますか。
【小坂】　子どもに対する法律援助を利用して支援して
きている実績は蓄積されていると思います。例えば弁
護士が中心になって運営している制度として子ども
シェルターがあります。これは子どもが虐待を受ける
などして家庭で暮らせなくなったときの一時的な避難
場所です。その子どもシェルターに入った子ども一人
一人に弁護士がつきます。子ども担当弁護士と言った
りしますが、その弁護士が子どもの相談に乗りながら、
先ほど言った児童相談所と交渉したり、親と交渉した
り、あるいは次のステップの生活場所を探したりとい
うことをします。こうした活動によって救われたとい
うか、自分の新しい人生を築けるようになったという
子どもがいます。こういう活動も今は、子どもに対す
る日弁連援助を使ってやってきてるのですけども、虐
待を受けた子どもの支援は国の責任だと思うんです。
こういった活動は、やはり国の方で費用を給付すべき
ものだと思います。
【安藤】　シェルター利用者ですが、具体的にどういっ
た方がいらっしゃるんですか？
【小坂】　例えば父親からずっと性的虐待を受け続けて
いる。母親もそれから守ろうとしない、子どもはどこ
にも相談できずに苦しみながら生活をしてきている、
周りからも気づかれずに児童相談所にも保護されない
で、ある程度の年齢になったときに、もう耐えられな
いということで、家を飛び出すわけですよね。そうい
う子どもたちは、それまで守ってくれなかった大人に
対する不信が強いので、なかなか公的な機関へ相談に
行かないわけですが、それが例えば人づてに弁護士の
ところに繋がって弁護士のところに来る。それを弁護
士が守ろうとしても当面の生活場所がないわけです。
未成年者単独でアパートを借りられるかというと、親
の同意がないと借りられないのが普通ですし、児童相
談所に行こうかって言ってもこれは子ども側でも児童
相談所というところはあんまり安心できないとか、あ
るいは今の子は児童相談所に行くと携帯が使えないと
かいう問題もあったりして児童相談所にも行こうとし
ない子がいます。そういうときに、中には弁護士が自
分の法律事務所に泊めたとかですね、そういう話も以
前あったのですよね。それはもう個人の活動でやって
いくのは難しいということで、子どもシェルターがで
きたんです。そういうケースでは、弁護士が親と話を
しに行くと親の方は、いやそんなことはしてないとか、
自分は親権者だ、何の権限があって保護するんだとか、
反発が非常に強いわけです。それに対して弁護士が、
ご両親のやっていることは親権の行使として正当化で
きないですよという法的な話も含めて交渉していかな
いといけないわけです。こうした活動は弁護士にしか
できないし、弁護士がすることで子どもの生活が守ら
れるところだと思います。

【山﨑】　弁護士の公益性が、一般の方とか政治や行政
には理解されづらいのかなあと思っています。DVで
は、まず相談に来る人はほとんどが女性で、お子さん
がいて、専業主婦だったり非正規労働だったりしてお
金に余裕がない方で、夫と離婚したいとかあるいは夫
から逃げたいと思っているわけですね。例えば避難の
話までは法律相談で出来ても、離婚が成立しないと縁
を切ることにならないわけですから、やはり代理援助
は不可欠なんです。弁護士法がある以上、夫との交渉
の窓口になれるのは弁護士だけですから、そこは弁護
士しかできない仕事だということを理解いただくのが
まず必要だろう。
　その上で弁護士の公益性ですが、一部の別居親から
「DV冤罪」という主張がされることがあります。DV
なんかないのにでっち上げて、親権とか離婚を有利に
進めるため、弁護士が同居親、主に妻をそそのかして
自分たちの弁護士費用を儲けるためにわざわざその親
子問題を複雑化させているという主張です。我々のよ
うな離婚を多く扱う弁護士の中には、そうした人たち
から、例えば事務所の前で街宣をされたりだとか、懲
戒請求をされたり損害賠償請求まで起こされて、業務
妨害に発展している部分もあります。その背景にある
のは、やっぱり弁護士が自分の儲けのために仕事をし
ている、営利目的だという感覚だと思うんです。です
から、弁護士は人権擁護のために役割を担っていると
いう公益性をアピールする手段はないものかと常々
思っています。
【黒井】　我々弁護士がこれだけ一生懸命やっています
といくら言っても、通じないところがあって、各地の
支援団体の方にアンケートをとり、被害者なりご遺族
なりの、弁護士を使ってよかったとか、弁護士による
支援が必要だと感じたっていうような意見を集めよう
としています。既に各地の条例、被害者支援条例を作
るにあたってニーズ調査をしていることもあって、そ
の中を見ると確かに「弁護士をまず見つけたかった」
とか、「弁護士による支援が必要だ」、あるいは「助かっ
た」とかいうような意見が多く出ています。弁護士自
身がいくら言っても自分の利益のために言っているの
ではないかと言われてしまうので、実際の利用者の方
の声を集めて届けることが必要だろうと思って今やっ
ているところです。
【山﨑】　日本の離婚は協議離婚が 9割で、あえて弁護士
のところに来ない人が大半です。その中には相当数の
DV事案もあります。離婚後に相談に来る方たちが言う
ことは、その協議離婚のときに、なんとかDVから逃れ
るために、もう養育費もいらない財産分与もいらない慰
謝料なんかもってのほかと、何の財産的給付も受けない
で夫の言いなりに離婚してしまった方が相当います。こ
れは離婚の段階で適切な弁護士の支援があれば防げたこ
とですよね。日本は離婚届の提出だけで協議離婚が成立
します。他の先進国では全件裁判離婚という国も多い中
で、真摯な同意を確認する担保もないわけですよね。
DVは、夫婦に支配従属関係がある中で、対等な協議な
んか成立するはずがないので、非常に問題だと思いま
す。今、離婚後の親子関係の検討が法制審で行なわれて
いますけれども、全件の離婚に専門的な第三者の関与が
必要じゃないかという意見は多数出ています。
【安藤】　条件を吟味することなく協議離婚せざるを得
なかった方も、使いやすい制度であれば、弁護士を使
えたかもしれないと。
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【山﨑】　そのとおりです。弁護士は非常に費用が高いっ
て皆さん思っているので、そもそも弁護士に相談する
という選択肢が最初から頭にないっていう人も多いん
ですよね、残念ながら。
【安藤】　法テラスという知識があってもお金を返さな
きゃいけないという頭であれば、そもそもそこに行く
こともないという問題もありますね。黒井さん、小坂
さんはいかがですか。
【黒井】　刑事事件の場合、弁護側から示談の申出があっ
たということが多くて、検察官からも早く示談しろと
言われて、どうしようと探しに探し回ってやっと私の
ところに来て、やっと示談できました、自分の納得で
きる示談が出来ましたって言われたことがあります。
逆に言えば、弁護士へのアクセスが出来なかったがゆ
えに、弁護人から言われて不本意に示談してしまった
人も相当いるでしょうし、特に性犯罪被害者の方はそ
の示談のことでまたトラウマになってしまうことが、
実際としてあるわけです。
【小坂】　日弁連援助を使えば弁護士の支援が受けられ
ることが子どもに知られていない。弁護士のところに
その子どもが相談に来れば、何とか支援できているの
ですけど、そこに繋がっていない子どもがたくさんい
るのです。そこは広報の問題で、もちろん弁護士会と
しても広報していかないといけないのですが、国の制
度になって国が広報していけば、かなり変わってくる
と思うのですね。というのが今DV等相談で、虐待も相
談対象として類型化されているのですけど、この利用
が非常に少ないのです。非常に少ないので法テラスが、
その利用を増やさなきゃいけないということで、一生
懸命広報を始めようしていますね。国の制度になると
利用を増やすように頑張るようになります。なので、
虐待を受けた子どもの支援を国の制度としてできるよ
うになれば、広報が広がり、支援できる子どもも増え
ると思います。埋もれている子どもたちの支援を弁護
士がしていくためにも、公的制度にしていくのは重要
だと思います。

政治に求められること

【安藤】　最後に政治に対して望むことを皆さんからお
伺いしていきたいと思います。
【黒井】　今、日本が犯罪被害者等給付金として、被害
者に投入しているお金は、年間10億円程度です。一方
で例えばノルウェーは、2015年の補償額が約50億円で、

GDP比で日本でいえば500億円投入していることになり
ます。スウェーデンの2016年の補償額は約16億円。
GDP比で、日本でいえば128億円が投入されていること
になります。被害者については被害者参加など権利の
面ではかなり充実してきたのですけれども、あとはお
金の問題で、補償の問題もそうだし国費による弁護士
の制度もそうだし、国のお金をどういうふうに使うか
どこに使うのかという問題。日本はそれなりの能力が
あるわけですから、それをこの人権支援、被害者も含
めて、そこにどれだけお金を投入する覚悟があるのか
を問いたいです。
【山﨑】　DV被害者支援は本当に人権保障の問題です。
世界的に見れば、女性に対する暴力根絶の問題だし、
ジェンダー問題としても見過ごせない。国として何を
優先事項とするかっていうことだと思いますが、まだ
まだその女性の人権の問題は周辺に置かれているとい
う印象です。日本は先進国の中で一番ジェンダーギャッ
プが大きい国として、やっぱりこれを恥ずかしいと思
わなければいけないだろうと思うので、まずはそうし
た視点でDV被害者保護にお金をかけていただきたいな
と思います。
【小坂】　特に子どものことで言うと、最近子どもの権
利に対する関心が高まっていて、この国会でもこども
基本法案が審議されていますが、子どもは単に守られ
るだけの存在じゃなくて、権利の主体であるというこ
とが、かなり強調されています。ただ、子どもが権利
の主体だといっても、子どもが一人でそれを行使して
いくのは難しい、特に保護者による子どもの支援を期
待できない場合は子どもが権利行使するのは難しいわ
けで、そこに弁護士が支援していく意義があると思い
ます。そうやってエンパワーされた子どもは、元々自
分が持っている能力を生かして、自分自身が幸せに生
きていけるわけだし、それは社会の活力というか、そ
ういうことにも繋がると思うのです。そう考えるとやっ
ぱり子どもに投資するというのは、子どもの権利保障
であると同時に社会への投資でもあると思います。そ
ういう意識を持って国に、より子どもへの支援、投資
をしていただきたいなということを強く思っておりま
す。
【安藤】　ありがとうございます。先進国として、人権
救済にどれだけ予算配分ができるかと、覚悟が問われ
ていますね。

（2022年 5 月 9 日実施）
※出席者の役職は座談会当日時点のものです。
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２０22年度定期総会・理事会を開催

２０22年度活動方針

２０２２年 ５ 月１６日、東京の弁護士会館講堂クレオと全国各地のZoomによる参加者を結んで、弁政連
の２０２２年度定期総会と理事会が開催されました。本年度も新型コロナウイルス感染防止の観点から、
Zoom併用で開催し、会場には２２人が参加し、Zoomによる参加者は６６人でした。
総会では、２０２１年度の活動報告として、各支部からの活動としては、書面でなされたほか、東京、神
奈川、兵庫県の各支部からの報告が口頭でなされ、コロナ禍における議員との交流方法などについて紹
介がありました。また、本部の活動報告としては、昨年の衆議院総選挙における推薦議員と当選者数、
組織強化については、新たな支部の設置、本年 ３月からの取組の成果として会員加入率の増加について
報告がありました。本年度活動方針は、前年度のものに若干表現の修正をした活動方針が承認されました。
続く理事会では、予算・決算の承認と、常務理事 ２名の追加選任等が決議されました。
� （幹事長　菰田　優）

本年度、日本弁護士政治連盟（弁政連）は、コロナ禍においても継続して必要な活動に取り組むべ
く、以下の諸活動に重点的に取り組んでいきます。

１　�日本弁護士連合会、弁護士会連合会、弁護士会と国会議員等の政治家とのかけ橋となり、偏りの
ない広い視野から、日弁連等の政策課題の実現に向けて共に邁進していきます。

２　�国政選挙に際しては、前項の方針に従って、適正な選考による推薦・支援活動を行います。

３　�首長や地方議会、自治体との連携等を含めた支部活動につき、一層の充実・強化を目指すととも
に、本部と支部間の情報共有と連携並びに支部相互間の交流を推進します。

４　�大規模災害、新型ウイルスの蔓延、その他国民生活が脅かされるような事態に対して、日本弁護
士連合会・弁護士会連合会・弁護士会と国会議員、地方自治体の議員等が連携して国民生活を守
るための活動を進められるように、両者のかけ橋となります。

５　�弁護士が、今までにも増して、政治・行政の場で活躍できるように、議員への立候補の支援や人材
の育成、政策秘書や行政機関等への就任促進等を進めていきます。

６　�会内外に対して、弁政連に対する理解をより深めるために、広報活動を充実させます。

７　�存在感と発言力を強化するために、支部未設置の弁護士会をなくし、組織の強化、財政的基盤の
拡充を図ります。
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懇談会報告

8

自由民主党（2022年 4 月28日）

立憲民主党（ 5 月24日）

公明党（ ４ 月26日）

２０２２年 ４月２８日、自由民主党との懇談会が開催された。自民党から、逢沢一郎 選挙制度調査会長、森英介 司法制
度調査会長、柴山昌彦 広報本部長代理 をはじめ２１名の国会議員が出席された。日弁連・弁政連からは、小林元治 会
長、菊地裕太郎 理事長 をはじめ弁護士２９名が出席した。日弁連から、「法テラス（法律扶助制度）改革」、「再審法改正」
に関する日弁連・弁護士会の取組の現状について説明がなされた。
自民党からは、法テラスの改革については、ハードルの高さと進
めるための方法論に関する発言があった。再審法改正については、
ＩＴ化により時代に合った改正が重要との意見が出される一方、
バランスの問題がある旨の指摘があった。そのほかにもＮＦＴ（非
代替性トークン）に関する法整備や国際仲裁の活性化など幅広い
テーマで発言があった。

5月２４日、立憲民主党との懇談会が開催された。立憲民主党から、泉　健太 代表、西村智奈美 幹事長、中川正春 
憲法調査会長、小川敏夫 参議院副議長 をはじめ１３名の国会議員が出席された。日弁連・弁政連からは、小林元治 
会長、菊地理事長 をはじめ弁護士２６名が出席した。日弁連から、「法テラス（法律扶助制度）改革」、「再審法改正」
に関する日弁連・弁護士会の取組の現状について説明がなされ
た。立憲民主党からは、法テラス改革については、法律扶助分野
における保険制度の可能性について質問があるとともに、予算を
きちんと付けることの重要性について発言があった。また再審法
改正についての取組について発言があった。その他、こども家庭
庁の在り方、市民が憲法を学習することや国会において条文に基
づいて理論的に議論することの重要性について意見が出された。

4月２６日、公明党との懇談会が開催された。公明党から、山口那津男 代表、北側一雄 副代表、石井啓一 幹事長、
竹内譲 政務調査会長、大口善徳 法務部会長、矢倉克夫 参議院法務委員長 をはじめ１１名の国会議員が出席された。
日弁連・弁政連からは、小林元治 会長、菊地理事長 をはじめ弁護士２４名が出席した。日弁連から、「法テラス（法
律扶助制度）改革」、「再審法改正」に関する日弁連・弁護士会の
取組の現状について説明がなされた。公明党からは、法テラス改
革については、より利用しやすい民事法律扶助の実現に向けて、
党の取組状況と法務省との意見交換の結果について報告があっ
た。また再審法改正については、えん罪が国家による最大の人権
侵害であることや証拠開示の重要性、制度改革の必要性に関する
発言があった。

政党懇談会
　２０２２年 ４ 月と ５月に、自由民主党、公明党、立憲民主党および日本共産党との懇談会を開催した。新型コロナウ
イルス感染症が未だ収束しておらず、東京都のリバウンド警戒期間に含まれる日程があったため、懇談会では食事
はとらずに慎重に感染予防策を講じたうえで実施した。（幹事長　菰田　優）
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日本共産党（ 5 月26日）

参考資料：弁政連ニュース６０号 座談会「いまこそ再審法の改正を」
http://www.benseiren.jp/news/vol602.html

当日の説明資料は、弁政連のサイト（http://www.benseiren.jp/）「活動日誌」から御覧いただけます。

懇談会資料

5月２６日、日本共産党との懇談会が開催された。共産党から、志位和夫 委員長、小池晃 書記局長、田村智子 副委
員長 をはじめ ８名の国会議員が出席された。日弁連・弁政連からは、小林元治 会長、菊地理事長 をはじめ弁護士
２８名が出席した。日弁連から、「法テラス（法律扶助制度）改革」、
「再審法改正」に関する日弁連・弁護士会の取組の現状について
説明がなされた。共産党からは、法テラス改革については、応能
負担の重要性について言及があった。再審法改正については、歴
史的に改正が遅れた理由について質問があるとともに、裁判制度
の改善に向けた発言があった。その他にも憲法改正、侮辱罪の法
定刑引き上げやこども家庭庁の在り方について意見が出された。

より利用しやすい民事法律扶助制度の実現を
－立替・償還制から応能負担による給付制へ－

経済的に余裕のない方が法的トラブルに遭ったとき
に，無料で法律相談を行い（法律相談援助），必要な
場合は民事裁判等のための弁護士・司法書士の費用
の立替え（代理援助・書類作成援助）を行うもの

法テラスによる民事法律扶助制度とは

経済的に余裕のない方のための制度であることから、原則給付制、一部負担制 （利用者の資力に応じた負担）に

（現在は、全額償還が原則で、一部利用者（生活保護受給者等）のみ償還猶予・免除）

返済のいらない給付制の導入を

• 法テラスを利用して夫に対して離婚を申し立て、離婚が認められてＤＶから解放されたが、積み立てていた学資保険が法テラス
への償還に充てられることになり、子どもの進学に支障が生じた。

• 法テラスを利用して離婚を申し立て、子どもの将来の大学入学資金相当額を解決金として取得したが、法テラスへの一括償還
に充てられることになり、大学合格後は、ひとり親家庭対象の貸付金の借入と奨学金でやり繰りをし、卒業時には数百万円の負
債を抱えた。

• 夫から養育費減額の調停申立があり、法テラスを利用して対応し減額幅を抑えることはできたものの、減額になった毎月の養
育費から更に法テラスへの償還を求められ、家計が破綻した。

法テラスの援助開始によって契約弁護士等が救済・
解決に当たる。
ただし、立替・償還（返済）制度（無利息）であり、利用
の障害となっている。

安心・安全な社会のために

全額償還原則による弊害

世界の扶助制度については裏面へ 1

ひとり親家庭支援・養育費の確保等が様々な審議会で議論されている中、養育費の実質的減額
ひとり親家庭に対する支援として極めて不十分

2

リーガル・ローン（Legal Loan）からリーガル・エイド（Legal Aid）へ
－日本の民事法律扶助を応能負担給付によるグローバルスタンダードな制度に－

日本 アメリカ イギリス 韓国

法律扶助
団体名称

日本司法支援センター
（法テラス）

リーガルサービス・
コーポレーション

リーガルエイド・
エージェンシー

大韓法律救助公団

扶助費用
の建付

無利息貸付金であり
法テラスへの毎月の
返済が必要

低所得者に対して
給付による法律扶助
を提供

給付をするが
所得等によって
一定の負担金支払義
務の可能性

利用者を受益者と
負担金支払義務のあ
る利用者に分けて応
能負担給付を実施

出典 https://www.houtera
su.or.jp/en/about_jlsc
/operations/operatio
n2-2.html

https://www.lsc.gov
/about-lsc/what-
legal-aid/get-legal-
help

https://www.gov.uk
/legal-aid

https://www.klac.or.
kr/lang/legalstruct/
outlineOfLitigationS
truct.do

総合的・包括的支援の実現
総合的・包括的支援への

大きな阻害

代理援助等利⽤者の収⼊状況（令和２年度）
世帯収⼊（⽉額）の状況

無収⼊
40.4%

10万円未満
14.6%

20万円未満
29.1%

30万円未満
12.6%

30万円以上
3.3%

公的給付の受給状況

なし
59.3%

⽣活保護
のみ
24.1%

年⾦のみ
9.7%

⽣保・年⾦
3.6%

その他
3.3%

3

出典：法テラス⽩書 令和２年度版82⾴

代理援助（年間約11万件）の事件別内訳（令和２年度上位６位）

39.5%

21.8%

12.4%

10.3%

6.1%

3.1%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

⾃⼰破産

離婚等

その他の多重債務事件

その他の家事事件

損害賠償事件

その他の⾦銭事件

約８割

4出典：法テラス⽩書 令和２年度版83⾴

 
 
 
 

再審法改正に関する日弁連の主な取組 

 

 

 

１９５９年 再審支援の取組開始 
１９６２年 第１３回定期総会「再審制度改正に関する決議」 
      刑事訴訟法第４編（再審）中改正要綱 
 １９６３年 第６回人権擁護大会「再審制度の正しい運用を要望する件（決意）」 

１９７３年 第１６回人権擁護大会「刑事訴訟法の一部（再審）改正に関する決議」 
１９７６年 第１９回人権擁護大会「刑事訴訟法の一部（再審）改正に関する宣言」 

１９７７年 刑事再審に関する刑事訴訟法（第４編再審）ならびに刑事訴訟規則中 
      一部改正意見 

１９７８年 第２９回定期総会「刑事再審法の改正に関する決議」 

１９７９年 第２２回人権擁護大会「刑事訴訟法の運用の改善と再審法改正等の
実現に関する宣言」 

１９９１年 刑事再審に関する刑事訴訟法等改正意見書 

２０１９年  再審における証拠開示の法制化を求める意見書 
      第６２回人権擁護大会「えん罪被害者を一刻も早く救済するために

再審法の速やかな改正を求める決議」 

   再審における証拠開示について 

  ➢ 刑事訴訟法等の一部を改正する法律（平成２８年法律第５４号） 

                               附則第９条第３項 

    「政府は、この法律の公布後、必要に応じ、速やかに、再審請求審における 

証拠の開示……について検討を行うものとする。」 

 

➢ 刑事訴訟法等の一部を改正する法律案に対する附帯決議第３項 

（平成２８年５月１９日 参議院法務委員会） 

  「再審が無辜の救済のための制度であることを踏まえ、証拠開示の運用、刑事 

訴訟法第４４５条の事実の取調べの在り方をめぐる国会の審議の状況の周知に 

努めること。」 

再審改正法の早期実現を！ 

 
     
 

１９６７年 第１０回人権擁護大会「再審制度の運用に関する件（第一決議）」 

１９８４年 第２７回人権擁護大会「誤判の根絶を 
期する宣言」 「再審における証拠開示の法制化を求める意見書」 

「えん罪被害者を一刻も早く救済するために 
再審法の速やかな改正を求める決議」 

日弁連ウェブサイトに繋がります。 

1

108,583 114,770 115,830 112,237 105,630 

3,877 4,278 3,522 3,309 3,476 

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

代理援助・書類作成援助の開始決定件数の推移

代理援助 書類作成援助
出典：法テラス⽩書 令和２年度版80⾴

(件)

償還⾦が最⼤の財源になった⽇本の⺠事法律扶助事業

16,413 16,639 16,543 
14,610 

11,274 11,574 11,199 11,489 

4,983 5,206 4,787 4,838 

0
2,000
4,000
6,000
8,000

10,000
12,000
14,000
16,000
18,000

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

代理援助⽴替⾦実績・⽴替⾦償還実績・償還免除実績の推移（単位・百万円）

代理援助立替金実績 立替金償還実績 償還免除実績

2出典：法テラス⽩書 令和２年度版83⾴、86⾴

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 【 日弁連における再審支援の継続した取組 】 

➢  １９５９年以降、再審支援活動を続け、 

  再審支援事件１８件の再審無罪判決が確定。 

しかし、 

・再審開始にたどりつけない事件 

・再審開始決定後、検察官不服申立てによる取消事件 は多数ある。 

～ 厚い再審開始の壁！ ～ 
       

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
       
  
 
 
 
 
 
 

 

 

 

憲法の理念に沿った再審法の早期見直しを！ 

－ 司法制度改革から取り残された再審手続 － 

再 審 手 続 

➢ 確定した裁判に誤りが見つかった場合に裁判の

やり直しを行う手続。 

 

➢ 誤判により有罪の確定判決を受けたえん罪被害

者を救済することを目的とする。 

えん罪は国家による

最大の人権侵害！ 

 

再審は、 

えん罪被害者を救済

する 最終手段 

再 審 制 度 が 抱 え る 制 度 的 ・ 構 造 的 課 題 

➢ 現行の再審手続規定：刑事訴訟法のうち、「第４編 再審」はわずか１９条。 

            審理手続に関する規定は第４４５条のみ。 

➢ 再審請求審における具体的審理の在り方は裁判所の裁量に委ねられている。 

➢ 証拠開示基準や手続が明確でなく、裁判所によって再審格差が生じている！ 

喫緊の 

 課 題 

当事者の高齢化・無辜
む こ

の救済が果たせず－再審法の早期改正が必要   
 
 

 

  ➢ 現行刑事訴訟法に再審に関する証拠開示の明文規定がない。 
 

 

  ➢ 再審開始決定取消しによる審理の長期化をなくす必要性がある。 

～ えん罪被害者救済の長期化は極めて深刻 ～ 

１  再審請求手続における全面的な証拠開示の制度化実現 

２  再審開始決定に対する検察官による不服申立ての禁止 

刑訴法再審規定は 

戦前から70年以上 

改正されていない 
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編
集
後
記

法曹の技能と法的思考力を、国政の場でご存分に発揮
～米山 隆一 衆議院議員とのオンライン交流会～

本部委員長ご挨拶

本部・支部人事（ ）内は前任者 より身近で利用しやすい民事
司法の実現を！（さいとう）
猛暑の夏、せめてコロナは終
息しますよう。（おがわ）
ヨハン・ノルベリ著『OPEN』
を読みふける夏。（いとう）
いつもより平和の意味を思う
夏。（いしい）
弁護士、日本人、地球人とし
てできる事は？（こだいら）
酷暑の夏、ビールは美味いが
地球は心配。（あんどう）

矢吹 公敏
副理事長・常務理事・総務委員長
東京弁護士会
2021年度東弁会長・日弁連副会長

笠井 直人
副理事長・常務理事・組織強化委員長
第二東京弁護士会
2018年度二弁会長・日弁連副会長

　この度、総務委員長を拝命いたしました。
日弁連は「法の支配」の重要性を提唱してい
ますが、それを実現する方途の一つが立法プ
ロセスの透明性と立法の中身の妥当性です。

適正な立法担当者である議員の方々を支援し、その実現を図
るため、総務委員会も議員の方々の推薦を通じて、一翼を担
えるように努力してまいる所存ですので、ご支援の程よろし
くお願いいたします。

　この度、組織強化委員長に就任致しました。
新型コロナ禍のため開催できなかった各弁連
大会開催時における支部の皆さまとの協議
が、再開できる状況になりつつあります。弁

政連の会員の増加及び本部と各支部との間の協力関係の強化
といった職責を果たすべく、前任者である伊藤茂昭先生にも
お力添えいただきながら精一杯頑張りますので、よろしくお
願い申し上げます。

2022年 4 月 4 日、米山 隆一 衆議院議員(立憲民主党院内会派所属・第一東京弁護士会会員・修習64期)との交流
会がオンライン形式で開催されました。弁政連からは、菊地裕太郎 理事長、三宅弘 副理事長（企画委員長）、藤
田善六 副理事長(新潟県支部長)、菰田優 幹事長をはじめ、企画委員会および新潟県支部会員ら弁護士総勢28名が
参加しました。

ご案内のとおり米山議員は、医師、法律実務に携わる弁護士、さらに地方行政を司る知事のご経歴を有し、その
ご活躍の幅広さたるや畏敬の念を覚えずにおられません。2021年10月、衆議院議員選挙(新潟 5 区)に見事にご当選
され、ご活動の場を国政へと広げておられます。

講話ではまず、弁政連会員との交流会という本企画の趣旨に合わせ、弁護士としての尋問技術が活かされる場面
として、衆議院法務委員会での質疑にて、外国人被収容者の死亡事件での事案の真相解明への取り組みなど、行政
に説明責任を課し適正な国政運営を確保するご活動の様子につきお話しいただきました。さらにお話は、立法の面
で法的知識を駆使されるご様子に及び、例として、内閣の提案にかかる侮辱罪の厳罰化案への懸念に対し、処罰範
囲の明確化を試みる構成要件の対案作成にご尽力されていることをお話しいただきました。

講話後の質疑応答を通じて、政権与党と行政府に向き合い、政治に改善、改革をもたらすことに邁進する志高き
ご姿勢が伝わって参りました。さらには高度成長期を経て衰退期へと向かいつつある日本の将来を見据えて、医療
介護福祉の社会保障を広く行き渡らせる「大きな政府」という国家ビジョンをお持ちであること、もご紹介いただ
くことができました。

県知事在任中に新潟県糸魚川市の大規模火災の災害支援にご尽力されたことも話題にのぼり、地元選出区でのご
信望も篤いうえ、あふれんばかりの知的好奇心をお持ちの米山議員であります。その八面六臂のご活躍から今後も
目が離せません。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（企画委員会副委員長　山本 卓典）

2022年 4 月15日付
副理事長　橋本 賢二郎（小沼 洸一郎）
理　　事　横山 幸子（高木 光春）
　　　　　渡辺 耕太（吉田 祐治）

5月10日付
副理事長　木内 哲郎（浜垣 真也）
理　　事　山地 敏之（木内 哲郎）
　　　　　青山 和志（池田 めぐみ）

6月17日付
理　　　事　　　小池 達哉（佐々木 廣充）
組織強化委員長　笠井 直人（伊藤 茂昭）

京都支部　2022年 4 月 1 日付
支 部 長　木内 哲郎（浜垣 真也）
栃木県支部　 4 月 8 日付

支 部 長　橋本 賢二郎（小沼 洸一郎）


